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好評であった前回の介護（準備）セミナーに引き続き、今回も「介護」をテーマに開催します。 
「介護のこと。考えてみよう、そして、その次は話してみよう！ 」と題し、介護ジャーナリストの 
小山朝子さんをお迎えして、突然やってきて、終わりが見えない「介護」にどう向き合ってき 
たか、どう向き合えばよいかといったことについてご講演いただきます。 
また、講演終了後には、小山さんとの交流会を実施します。 
 
★参加希望の方は、氏名・所属・職名/学年・連絡先を記載のうえ、 
   メール又はＦＡＸでお申込みください。          申込受付中!!  
   メール: geoffice-gea@ml.office.osaka-u.ac.jp   ＦＡＸ: 06-6879-4406  
   
日時/場所  平成２６年７月２９日（火）１６：００～１７：５０（交流会１７：１０～ ） /大阪大学銀杏会館 ３Ｆ 
詳細HP   http://www.osaka-u.ac.jp/ja/guide/diversity/gender/events/ou 

第９回女子中高生のための関西科学塾を  
本学でも開催します！  
 

 女子中高生とその保護者・教員を対象に、理系進路の選択を応援する 
「女子中高生のための関西科学塾」が今年度も開催されます。 
 大阪大学では、７名の先生方の協力を得て、１１月９日（日）に女子高校生を
対象に実験講座を実施する予定です。 

実験テーマや他大学プログラムについては、ＨＰを御覧ください!!                                            
                                http://kagaku-juku.jp/ 

新ロールモデル集をWEBパンフレットにしました！  
 

 ワーク・ライフ・バランスを実践しながら第一線で活躍している研究者のこれまでの 
経験や想いをインタビュー形式でまとめた「ロールモデル集」を昨年度よりＨＰに掲載 
していますが、更に見やすくWEBパンフレットにいたしました！ 
 また、今回は、研究者だけに限定せず、事務系の女性管理職の方々など、 

新たなロールモデル７名の記事も追加いたしました。是非ご覧ください!!  

                  http://www.osaka-u.ac.jp/sp/diversity_webbook/ 

臨時託児室設置費用の助成について（H26年度上半期分） 
 

 今年度から導入しました臨時託児室の設置費用の助成について、３～４月に 
募集しましたH２６年度上半期分（H２６年５月～９月開催の会議等が対象）
においては、２件の設置費用の助成を行いました。 
 平成２６年度下半期分（H２６年１０月～H２７年３月開催の会議等が 
対象）については、９月頃に募集を開始する予定です。 
          http://www.osaka-u.ac.jp/ja/guide/diversity/gender/nursery 
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皆様の声
の実現に
取り組み
ます！ 

 
 

 「こういった場合どうすればいいの？」  
 

 「こういうイベントを開催してほしい！」 
 

 「こんな支援があればいいのに・・・・」 
 

  

   海外転勤などにより外国で勤務等をすることになった配偶者と生活を 
  共にするため、３年を超えない範囲で休職することができる配偶者同行 
  休職制度ができました。 
   これにより、配偶者が外国勤務等になっても退職せずに同行することが 
  できるようになり、この制度は、教職員の家庭生活や事情にも考慮した 
  先進的なワーク・ライフ・バランス施策の一つともいえます。 
 

   ※任期なし常勤教職員で、本学における勤務年数が休職開始時点で原則と 
   して２年以上、かつ、復職後５年以上勤務することが見込まれる教職員が 
   申請できます。なお、休職期間中は無給です。 

 
   ★詳しくは、所属部局の人事担当係にお問い合わせください。 
 

  

   教職員は、要介護状態にある家族を介護する場合に、介護休業を申し 
  出ることができます。また、対象家族の介護のために、１日につき４時間以内で、   
  所定労働時間を短縮することができる介護短時間勤務制度もあります。 
   その介護休業及び介護短時間勤務制度を取得できる期間が、就業規則 
  の改正により、長くなりました。 
 

   【改正内容】  

   常勤教職員の取得可能期間： ９３日間 → １８６日間 
 
   ※ただし、同じ対象家族の同じ要介護状態について介護休業又は介護短時間 
   勤務を取得した期間がある場合は、１８６日からその日数を差し引いた日数 
   となります。 
   ※対象者、対象家族及び要介護状態については一定の要件があります。また、 
   すでに取得されている方については経過措置があります。 
 
   ★詳しくは、所属部局の人事担当係にお問い合わせください。 
 


